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 1. 序論
　現在、地震予知の方法はいくつか確立されてきている。例えば、該当地域の断層がある程度明
らかになっている場合、「今後何十年後以内に、何%の確率で地震が起きる」といった長期的な
地震予知は可能であると報告されている[1]。しかし、地震発生日が曖昧であると、地震発生前に
遠くに避難しておくなどといった危険回避行動に出にくい、という欠点がある。また、地震波
（初期微動、主要動）を観測し、「数秒後に地震が発生する」といった直前に地震予知をした場
合であっても、数秒間に遠くに避難することは不可能である。
　そこで、近年、短期的（数日前、数週間前）な地震予知の方法が注目されている。その中の 1
つに電磁気学現象を活用した地震予知法がある。これは、地震発生前に震源域上空の大気圏や電
離圏に異常な空間が発生し、電波がその空間を通過すると、電波の伝搬特性“電波の揺らぎ周期”
が変化し、その電波（“伝搬異常”）を観測することで、地震予知を行うという方法である。こ
の方法はある仮説に基づいている。その仮説とは、図 1.1のように、地震前に地下から放出され
たラドンガスなどが、大気粒子の振動を励起させ、大気振動として電離層へ伝搬するという大気
重力波説（AGW説：atomospheric gravity waves）である[2]。見通し外の電波を活用し、この仮
説を研究した報告は多数あるが、“見通し内”の電波を活用した例は少ない。そこで、本論文で
は、東京タワーから送信されていた見通し内 VHF帯放送 8波を長期連続観測し、「伝搬異常の揺
らぎ周期」と「地震」との関連性について、統計的に検証する。
1
図 1.1:AGW説
hypocenter
Radon gas
Atmosphere
Ionosphere
lithosphere
Atmospheric 
Gravity Wave
Anomalous 
propagation
 2. 観測データ
 2.1. 観測方法
　図 2.1.1のように、電波伝搬自動観測システムを構築し、見通し内 VHF帯放送波の受信電界強
度を 4年以上連続観測した。この観測システムは、群馬大学工学部桐生キャンパスに設置され、
地上 5階建て校舎屋上に設置された「複数のアンテナ」と、観測周波数に応じて最適なアンテナ
を選択する「自動アンテナ切替器」、受信電界強度計測用の「汎用スペクトルアナライザ」、
「データ記録及び制御用 PC」で構成されており、24時間連続で自動観測が可能である。この観測
システムは、VLF帯〜UHF帯の広帯域で受信電界強度計測が可能であり、VLF帯の JJY波から
UHF帯のテレビ放送波まで約 50波を約 2分半毎に巡回計測している。計測された受信電界強度は
30分毎に自動でグラフ化されてから、大学のホームページサーバにアップロードされ、インター
ネット上のどこからでもデータを監視できるようになっている[3]。
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図 2.1.1:観測システム
・・・
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　本論文では、観測中の約 50波の内、見通し内に送信所がある VHF帯放送波を対象とする。以
下に詳細を示す。
　送信所：　　　東京タワー
　放送波：　　　VHF帯放送 8波（ただし、アナログ TV映像波は現在停止）
表1：放送波
　観測点：　　　群馬県桐生市（群馬大学）
　伝搬路距離：　見通し内 92km
　観測期間：　　2007年 2月 1日〜2011年 3月 1日
 2.2. 伝搬異常の例
　観測波形について説明する。図 2.2.1、図 2.2.2、図 2.2.3の横軸は時間、縦軸は受信電界強度
[dBm]を表す。東京タワーから群馬大学までは見通し内であるため、通常の観測波形は図 2.2.1よ
うに一定の値を保つ。しかし、観測波形は図 2.2.2、図 2.2.3ように、まれに揺らぐことがある。
この揺らぎは、電波の伝搬特性が変化したことが原因であると考えられるため、これを「伝搬異
常」と定義する。そして、この伝搬異常は、図 2.2.2、図 2.2.3ように地震が発生する前に観測さ
れる場合がある。
○通常
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図 2.2.1:通常（2007年 5月 2日　TBS）
アナログ映像波
TBS フジテレビ
80.0MHz 91.25MHz 103.25MHz 171.25MHz 183.25MHz 193.25MHz 205.25MHz 217.25MHz
FM 東京 NHK総合 NHK教育 日本TV TV朝日 TV東京
○伝搬異常
　観測波形が揺らぐということは、観測波形が持つ周期が揺らぐということになる。そこで、本
論文では、離散フーリエ変換と連続ウェーブレット変換を用いて、「伝搬異常の様々な揺らぎ周
期」と「地震」との関連性を統計的に検証する。
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伝搬異常
図 2.2.2:伝搬異常（2007年 5月 8日　NHK総合）
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図 2.2.3:伝搬異常（2008年 5月 1日　TBS）
神奈川県東部 M4.6
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 3. 離散フーリエ変換を用いた解析
 3.1. 離散フーリエ変換
　離散フーリエ変換とは、フーリエ変換をディジタル計算機で計算できるようにした手法である。
図 3.1.1に示す関数 g(t)のフーリエ変換を計算機で求めるためには、g(t)を標本化する必要がある。
標本化は g(t)に、図 3.1.2に示す標本化インパルス列 h(t)を掛けることにより行われる。標本化間
隔は Tである。標本化された関数 g(t)h(t)と、そのフーリエ変換G(f)*H(f)（畳み込み）は図 3.1.3
となる。関数 g(t)を、それが含む最高周波数成分の少なくとも 2倍の周波数で標本化するなら、標
本化によって情報は失われない（標本化定理）。
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図 3.1.3:標本化された関数 g(t)h(t)
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図 3.1.1:関数 g(t)
フーリエ変換
フーリエ逆変換
図 3.1.2:標本化インパルス列 h(t)
フーリエ変換
フーリエ逆変換
標本化された関数 g(t)h(t)は無限に標本値を必要とするので、計算機による計算に適していない。
したがって、有限個 、つまり、N個の点で打ち切る必要がある。その打ち切り関数（窓関数）と
して用いられる方形関数w(t)と、そのフーリエ変換W(f)を図 3.1.4に示す。そして、図 3.1.3の
無限長の関数 g(t)h(t)と図 3.1.4の窓関数w(t)との積は、図 3.1.5に示す有限長の関数 g(t)h(t)w(t)
となる。
図 3.1.5において、波形にリップルが現れている理由は、図 3.1.3のG(f)*H(f)と図 3.1.4のW(f)
との畳み込みを行ったためである。この影響を抑えるためには、w(t)の長さ T0 を長くすればよ
い。 T0 を長くすれば、W(f)はインパルスに近づき、畳み込みで生じるリップルは小さくなる。
　ここまでで時間領域における標本化はできたが、周波数領域におけるG(f)*H(f)*W(f)は連続で
あり、計算機による計算はできない。そこで、次に、周波数領域においても関数を標本化する必
要がある。
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図 3.1.4:窓関数w(t)
フーリエ変換
フーリエ逆変換
図 3.1.5:有限長の関数 g(t)h(t)w(t)
フーリエ変換
フーリエ逆変換
周波数領域での標本化は、時間領域での標本化と同様に、図 3.1.6に示す周波数領域の標本化イ
ンパルス列 I(f)を用いる。周波数領域において、図 3.1.5のG(f)*H(f)*W(f)と図 3.1.6の I(f)との
積を取ることで、図 3.1.7のように標本化することができる。このとき、時間領域においては、
図 3.1.5の g(t)h(t)w(t)と図 3.1.6の i(t)の畳み込みが行われる[4]。
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図 3.1.6:標本化インパルス列 I(f)
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図 3.1.7:標本化された関数[G(f)*H(f)*W(f)]I(f)
フーリエ変換
フーリエ逆変換
 3.2. 伝搬異常の判定方法
　ここでは、観測データ x t[dBm ] の伝搬異常（異常な揺らぎ）を判定する流れを説明する。
以下にその流れを示し、次ページ以降でそれぞれの過程を詳しく説明する。
①　観測波形の日変化を排除するために、観測期間中のデータから各時間帯別での平均値mと標
　　準偏差σを算出する。
②　30分以上継続してm±3σ以上変動したデータが、計8波中3波以上で同時に発生した場合を
　　伝搬異常と判定する。
①　  観測波形  の日変化を排除するために、観測期間中のデータから  各時  
　　間帯別での平均値   m    と標準偏差   σ    を算出する。  
　我々が観測した VHF帯放送波の波形は、夜間に変動が大きく、昼間に変動が少ないという日変
化がある。しかし、解析したい観測波形の伝搬異常は、非日常的な揺らぎであるため、観測波形
の日変化の揺らぎを排除する必要がある。その方法は、観測期間中のデータから各時間帯別での
平均値mと標準偏差σを算出し、 m±3σ 以上変動したデータを「異常」と判定する方法であ
る。
　まず、図 3.2.1のように、1日を 5分ごとの 288の時間帯に分割し、観測期間中のデータから各
時間帯別に、平均値 m と標準偏差 σ を算出する。この平均値と標準偏差はこの各時間帯別で
異なる。また、観測波形は昼間より夜間のが変動が大きいので、昼間より夜間の標準偏差のが大
きくなる。
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図 3.2.1:平均値と標準偏差の算出方法
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　ここで、受信電界強度の分布を確かめる。図 3.2.2は、TBS（6ch）の観測期間（2007年 2月 1
日〜2011年 3月 1日）の受信電界強度のヒストグラムを表す。横軸が受信電界強度[dBm]（分解
能 0.1dB）、縦軸は頻度を表す。図 3.2.2より、受信電界強度はほぼ正規分布している。他の放送
波の受信電界強度も正規分布をしていることが分かっている（データ省略）。したがって、本論
文で用いる正規分布に基づく統計処理は妥当であると考えられる。
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図 3.2.2:受信電界強度のヒストグラム（TBS）
　ここでは、正規分布、標準偏差について詳しく説明する。
〜〜〜正規分布〜〜〜
　まず、正規分布とは、データのばらつきがその平均値を境として、前後同じ程度にばらついて
いる状態である。図 3.2.3のようなつりがね状になってなり、表2のようなの関係が成り立つ。
　 
表2：データの割合　　　　　　 
　　　　　　　
　　　　　　　　　
　σとは標準偏差のことである。標準偏差とは、データの分散度(ばらつき)を表す尺度のひとつで
ある。データ x1,⋯,xn に対して、平均値 μ と分散 
2
は(3.2.1)式のように定義される。
μ= 1
n
∑
i=1
n
xi  
2=1
n
∑
i=1
n
xi−μ 
2
(3.2.1)
平均値からの差 xi−μ を偏差といい、分散 
2
はデータの平均値の周りでの平均2乗誤差で、
平均値の周りでの変動の度合を表している。ここで、データの単位と分散の単位は同じではない。
分散は偏差を2乗しているのでデータの単位の2乗になる。そこで、データの単位に揃えるために、
(3.2.2)式により標準偏差  が定義される。
= 2= 1n∑i=1n xi−μ 2  (3.2.2)
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範囲 その中に入るデータの割合
±μ σ 68,27%
±2μ σ 95,45%
±3μ σ 99,73%
±4μ σ 99,9937%
±5μ σ 99,99995%
±6μ σ 99,999997%
図 3.2.3:正規分布
+3σ­3σ m­2σ ­1σ +1σ +2σ
68.27%
95.45%
②  　  30  分  以上継続して  m±3σ  以  上変動したデータ  が  、計  8 波中  3 波以上で  
　　同時に発生した場合を伝搬異常と判定する。
　①で算出された「伝搬異常の判定基準 m±3σ 」は図 3.2.4、図 3.2.5、図 3.2.6のようになる。
そして、観測データが30分以上継続して m±3σ 以上変動したデータが、計8波中3波以上で同
時に発生した場合を伝搬異常と判定する。
・　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　
・ 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（NHK教育(3ch)、日本TV(4ch)は紙面の関係上、省略）
・ 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・ 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  
・ 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（フジテレビ(8ch)、TV朝日(10ch)は紙面の関係上、省略）
・ 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
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図 3.2.5:TBS(6ch)　2008年 5月 1日
図 3.2.6:TV東京(12ch)　2008年 5月 1日
図 3.2.4:NHK総合(1ch)　2008年 5月 1日
複数波で同時発生
 3.3. 解析結果・考察
　「通常時の観測波形」と「伝搬異常の観測波形」をフーリエ変換し、両者の結果を比べること
で、伝搬異常の揺らぎ周期について考察する。
○通常
　まずは、「通常の観測波形」のフーリエ変換結果について考察する。図 3.3.1はフーリエ変換
の入力波形（解析時間は 24時間）であり、図 3.3.2はフーリエ変換結果である。図 3.3.2の横軸
は周波数[mHz]、縦軸はスペクトルの大きさ[/Hz]である。図 3.3.2より、「通常の観測波形」の
スペクトルは、どの周波数成分においても、ある程度の大きさを持ち、その大きさはほぼ一定で
あった。
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図 3.3.1:日本 TV(4ch)　2007年 08月 01日
図 3.3.2:図 3.3.1のフーリエ変換結果
○伝搬異常
　次に、「伝搬異常の観測波形」のフーリエ変換結果について考察する。図 3.3.3はフーリエ変
換の入力波形（解析時間は伝搬異常開始時間を中心に 24時間）であり、図 3.3.4はフーリエ変換
結果である。図 3.3.4より、伝搬異常のスペクトルは、通常時（図 3.3.2）に比べ、約 1.5mHz以
下のスペクトルが増大するという結果になった。これは、観測期間中に観測されたほぼ全ての伝
搬異常(例 1：図 3.3.6、例 2：図 3.3.5）に対しても、同様のことが言えた。
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図 3.3.3:NHK総合(1ch)　2007年 05月 08日 05:29
伝搬異常
茨城県南部 M4.5
図 3.3.4:図 3.3.3のフーリエ変換結果
図 3.3.6:伝搬異常 例 1図 3.3.5:伝搬異常 例 2
　伝搬異常の増大スペクトル「約 1.5mHz以下」を周期で表すと、(3.3.1)式より、「約 10分以上」
となる。つまり、伝搬異常の揺らぎ周期は約 10分以上である。
T=1
f
= 1
1.5mHz
≈10[ min]  (3.3.1)
　ここで、伝搬異常の発生原因は、地震以外にも異常気象や混信などがある。そこで、図 3.3.7
に示すように、伝搬異常の揺らぎ周期 10分以上の中で、地震と特に関連性が強い揺らぎ周期はあ
るのかについて、連続ウェーブレット変換を用いて以下で検証する。
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図 3.3.7:「伝搬異常の揺らぎ周期」と「地震」との関連性
周期T[min]
伝搬異常：約10分以上
10 20 30 40 50 60 70 ・ ・ ・
地震：何分?～何分?地震：何分?～何分?
 4. 連続ウェーブレット変換を用いた解析
 4.1. 連続ウェーブレット変換
　フーリエ変換の場合、時間により変化する波形 x t のスペクトルが得られた。このスペクト
ルは、周波数の関数であり、時間の情報は失われている。したがって、スペクトルの時間的変化
を求めるためには、信号の一部を窓関数を用いて切り出し、この窓をずらしながら、その区間の
信号のスペクトルを次々に解析する必要がある。波形の周波数の時間的変化を解析する手法の 1
つとして、連続ウェーブレット変換がある。
　ウェーブレット（wavelet）とは、“小さな波”あるいは“さざ波”という意味である。図 
4.1.1のように局所的のある波として定義され、波の基本単位として用いられる。これをマザー
ウェーブレットと言い、 ψt で表現する。今解析では、マザーウェーブレット ψt に図 
4.1.1のような最も簡単な関数Haarを用いた。
　ウェーブレット関数 ψa,bt は 2つの実数パラメータ a,bを用いて、(4.1.1)式で定義される。
ψa,bt=
1
a
ψ t−ba   (4.1.1)
(4.1.1)式は図 4.1.1のようにウェーブレット関数 ψa,bt マザーウェーブレット ψt を横
方向に a倍し、横方向に b倍だけ平行移動したものである。大きさは 1/a されるが、エネルギー
的に一定に保つために必要である。aはスケール（scale）と呼ばれ、ウェーブレットの時間幅を
表しているので周期 Tに比例し、(4.1.2)式が成り立つ。 bはトランスレーション（translation）
と呼ばれる。
T=2a [sec ]  (4.1.2)
　そして、連続ウェーブレット変換とは(4.1.3)式のように、任意の信号 f t とウェーブレット
関数 ψa,bt との内積である[5]。
W a,b= ＜f t,ψa,bt＞ =
1
a∫−∞
∞
ftψ t−ba dt  (4.1.3)
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図 4.1.1:マザーウェーブレットとウェーブレット関数
a1
b
ψ t ψa,bt
 4.2. 伝搬異常の判定方法
　ここでは、「伝搬異常の揺らぎ周期」と「地震」との関連性を検証するにあたり、観測波形を
連続ウェーブレット変換し、その結果から、各周期帯で伝搬異常を判定する。以下に、伝搬異常
を判定するまでの流れを示し、それぞれの過程について詳しく説明する。
①　観測波形の日変化を排除するために、観測データ x t[dBm ] に対して、観測期間中のデー
　　タから求めた標準偏差 σ で規格化する。　→ Nσt
②　 Nσt の直流成分を除くために、 Nσt から解析期間中の平均値 Nσave t を引く。
　　→ dNσt
③　 dNσt に対して、連続ウェーブレット変換を行う。
④　連続ウェーブレット変換後の周期 Tを等分する。各周期帯において同時刻の強度を平均化し、
　　それを各時刻での強度とする。
⑤　④で得られた「平均化されたスペクトル強度」から、各周期帯別に、平均値mと標準偏差σ
　　を算出する。そして、 ? 時間以上継続してm± ? Σ以上変動したスペクトル強度を伝搬異常と
　　判定する。
16
①  　  観測波形  の日変化を排除するために、観測データ  x t[dBm ] に対し
　　て、観測期間中のデータから求めた  標準偏差  σ で規格化する。 
　　→ Nσt
　ここでは、観測波形の日変化を排除するために、観測波形を各時間帯別での標準偏差σで規格
化する。その方法は、8ページの離散フーリエ変換の時と同様である。
　まず、図 4.2.1のように、1日を 5分ごとの 288の時間帯に分割し、観測期間中のデータから各
時間帯別に、平均値 m と標準偏差 σ を算出する。この平均値と標準偏差はこの各時間帯別で
異なる。また、観測波形は昼間より夜間のが変動が大きいので、昼間より夜間の標準偏差のが大
きくなる。
　この各時間帯別での平均値と標準偏差を用いて、観測データ x t[dBm ] を(4.2.1)式のように
規格化する。規格化したデータは Nσt で表現され、各時間帯別での平均値からのづれの尺度
を表す。つまり、 Nσt は 0を中心に変化し、 Nσt=3 となった場合は、観測データが
m3σ となったことを意味する。
Nσt=x t[dBm ]−m
σ  
(4.2.1)
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図 4.2.1:平均値と標準偏差の算出方法
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2011/03/01
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観測データ
mとσを算出
・・・
24hour
②  　  Nσt の直流成分を除くために、 Nσt から解析期間中の平均値 
　　 Nσave t を引く。→ dNσt
　ここでは、②を行う理由について説明する。 Nσt は観測データを各時間帯別での標準偏差
で規格化したデータであるので、0を中心に変化する。しかし、 Nσt 全体の平均値を算出す
ると、図 4.2.2のように 0から若干離れる場合がある。この Nσt の周期成分を解析すると、
直流成分の f=0Hz でスペクトルを持つことになる。我々が解析したい揺らぎ周期成分は交流成
分であるので、直流成分を除いて解析したい。そこで、図 4.2.2のように、規格化したデータ
Nσt からその平均値 Nσave t を引くことで、直流成分を除くことができる。ここで、直
流成分を除いたデータを dNσt で表現する。そして、この dNσt を連続ウェーブレット
変換の入力データとする。
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図 4.2.2:N ave(t)σ の算出方法
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③　 dNσt に対して、連続ウェーブレット変換を行う。
　ここでは、連続ウェーブレット変換を行った結果について説明する。図 4.2.3は観測生データ
であり、横軸：時間、縦軸：受信電界強度[dBm]である。図 4.2.4は連続ウェーブレット変換の入
力データ dNσt であり、横軸：時間、縦軸： dNσt である。図 4.2.5は連続ウェーブレッ
ト変換結果であり、横軸：時間、縦軸：入力データの周期 T[min]、色の変化：スペクトル強度
Strengthである。
　まず、図 4.2.4は、図 4.2.3の観測データを標準偏差で規格化したデータであり、日変化が排除
されている。次に、図 4.2.5は、図 4.2.4の連続ウェーブレット変換結果であるので、入力データ
の周期変化が分かる。つまり、図 4.2.5の縦軸は観測波形の揺らぎ周期成分を表している。図 
4.2.3もしくは図 4.2.4で、観測波形が大きく変化しているところでは、揺らぎ周期が大きく変化
している。
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図 4.2.3:観測データ
図 4.2.4:連続ウェーブレット変換の入力データ
図 4.2.5:連続ウェーブレット変換結果
④　連続ウェーブレット変換後の周期   T   を等分する。各周期帯において  
　　同時刻の強度を平均化し、それを各時刻での強度とする。
　ここでは、④について詳しく説明する。「伝搬異常の揺らぎ周期」と「地震」との関連性を検
証するにあたり、観測波形の様々な周期帯で伝搬異常を判定し、地震との関連性を調べる。その
ために、図 4.2.6のように連続ウェーブレット変換後の周期を等分する。図 4.2.6では周期 T を
「T=0〜2[min]、0.3[min]刻み」で 6等分しているが、実際の解析では、周期を「T=10〜
360[min]、10[min]刻み」で 36等分した。周期を「T=10〜360[min]、10[min]刻み」にした理由
は、伝搬異常の周期は 10分以上（T=10〜[min]）であることと、図 4.2.7に示すように伝搬異常
と思われる波形の変動は数時間であることが多いため、その数時間を網羅するような解析周期範
囲（T=〜360[min]）とした。そして、図 4.2.6のように各周期帯での同時刻のスペクトル強度を
平均化する。
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図 4.2.6:④の説明
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図 4.2.7:数時間の波形変動　（2007年 5月 1日　TBS）
伝搬異常
⑤　  ④で得られた「  平均化されたスペクトル強度」から  、各周期帯別に  、  
　　平均値   m    と標準  偏差   σ    を算出する。そして、   ?  時間  以上継続して  
　　  m±   ?   σ    以上変動したスペクトル強度を伝搬異常と判定する。  
　本論文では、各周期帯別に、 ? 時間以上継続してm± ? σ以上変動したスペクトル強度を、伝搬
異常と判定する。ここで、継続時間の ? と異常の頻度のm± ? σは、伝搬異常と地震との関連性を
検証するためのパラメーターの 1つである。§4.4.1.で伝搬異常と地震との関連性が強くなる最適
なパラメーターを決定する。
　ここで、④で得られた「各周期帯でのスペクトル強度」の分布を確かめる。図 4.2.8は、
TBS（6ch）の周期帯 T=0.2〜0.3[min]のスペクトル強度のヒストグラムを表す。横軸はスペクト
ル強度（分解能 0.01）、縦軸は頻度である。図 4.2.8より、ほぼ正規分布していることが分かる。
したがって、本論文で用いる正規分布に基づく統計処理は妥当であると考えられる。
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図 4.2.8:スペクトル強度のヒストグラム
 4.3. 伝搬異常と地震との関連性検証方法
 4.3.1. 言葉の定義
　伝搬異常と地震との関連性を検証するにあたり、以下の言葉を定義する。
・関連付け時間長  tseq[days]  
　地震発生日から何日前（後）までの伝搬異常を、地震と関連付けるかというものである。それ
を説明したものが図 4.3.1である。この tseq[days]はマイナスとプラス両方を取る。マイナスの場
合、地震より“前”に発生した伝搬異常を対象とする。プラスの場合は、地震より“後”に発生
した伝搬異常を対象とする。例えば、以下のようになる。
　tseq = − 5 [days] の場合・・・地震発生より 5日前以内発生した伝搬異常を、地震と関連付ける。
　tseq =     2 [days] の場合・・・地震発生より 2日後以内発生した伝搬異常を、地震と関連付ける。
・  併発  
　関連付け時間長内に伝搬異常が発生した場合を、併発ありと判定する。「併発あり・なし」と
判定される場合の例を図 4.3.2に示す。これは関連付け時間長を tseq = − 5 [days]とした場合である。
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図 4.3.1:関連付け時間長
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・  観測併発回数  n obs
　観測併発回数とは、実際に観測された伝搬異常と地震から、併発と判定された回数である。そ
れを説明したものが図 4.3.3である。図 4.3.3のように実際に伝搬異常と地震が観測されたし、
「併発あり」と判定される回数をカウントする。図 4.3.3は、関連付け時間長を tseq = − 3 [days]と
した場合である。この「併発あり」と判定される回数が「観測併発回数 n obs 」であり、実際に
観測された伝搬異常と地震から併発回数をカウントするため、観測併発回数 n obs と定義する。
・  無相関併発回数  nunc
　無相関併発回数とは、伝搬異常と地震と間に関連性が存在せず、お互いにランダムに発生した
場合の併発回数である。図 4.3.4のように伝搬異常と地震が発生した場合であっても、たまたま
両者の発生時間間隔が短いと「併発あり」と判定されてしまう。しかも、伝搬異常と地震と発生
時間が多いほど、確率的に「併発あり」の回数は多くなるため、このままでは関連性を考察でき
ない。そこで、伝搬異常と地震が無相関に発生している場合の「無相関併発回数 nunc 」を算出
し、上記の観測併発回数 n obs と比較することで、伝搬異常と地震との関連性を考察する。
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図 4.3.3:観測併発回数
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図 4.3.4:無相関併発回数
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　無相関併発回数 nunc の算出方法は以下である。観測時間（期間）長を Tallとすると、ランダ
ムに発生した 1度の伝搬異常が、特定の地震の関連付け時間長 tseq内に生じる確率は(4.3.1.1)式で
ある。
∣tseq∣
Tall
 (4.3.1.1)
観測期間中に発生した伝搬異常の回数をNanom回とし、さらに、地震がNeq回発生したとすると、
無相関併発回数は(4.3.1.2)式となる[6]。
nunc=
Nanom⋅Neq⋅∣tseq∣
Tall
 (4.3.1.2)
・  ratio  
　ratioとは、観測併発回数 n obs と無相関併発回数 nunc の比であり、(4.3.1.3)式より求める。
ratio =
観測併発回数 nobs
無相関併発回数 nunc
 (4.3.1.3)
観測併発回数 n obs を分子に、無相関併発回数 nunc を分母にして計算するため、ratioが 1より
大きいほど、「観測併発回数 n obs ≫無相関併発回数 nunc 」となり、伝搬異常と地震は関連性
は強いと判定される。
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 4.3.2. 検証パラメーター
　伝搬異常と地震との関連性を検証するにあたり、以下の 7つをパラメーターとして、各々統計
的に検証する。
各パラメーターについての説明する。
（  1 ）伝搬異常の判定条件「継続時間」  
　伝搬異常の継続時間とは、m± ? σ以上変動するスペクトル強度が何時間継続したデータを伝搬
異常と判定するかである。図 4.3.5は、m±3.5σ以上のスペクトル強度を異常とする場合である。
伝搬異常と地震との関連性を検証するにあたり、最適な判定基準「伝搬異常の継続時間」を決定
する。
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　　　伝搬異常について
　　　　（ 1 ）判定条件「継続時間」
　　　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」
　　　　（ 3 ）揺らぎ周期T
　　　地震について
　　　　（ 4 ）規模M
　　　　（ 5 ）電波伝搬路 ­ 震央間距離 L
　　　　（ 6 ）震源の深さD
　　　伝搬異常と地震との関連付けについて
　　　　（ 7 ）関連付け時間長 tseq
パラメーター
図 4.3.5:伝搬異常の継続時間
m+3.5σ
m­3.5σ
継続時間
スペクトル強度変化
（  2 ）伝搬異常の判定条件「頻度（  m± ? σ  ）」  
　伝搬異常の頻度（m± ? σ）とは、図 4.3.6の示すように、m± ?   σ 以上変動したスペクトル強度
を、異常伝搬と判定するかである。伝搬異常と地震との関連性を検証するにあたり、判定基準
「伝搬異常の頻度（m± ? σ）」を決定する。
（  3 ）伝搬異常の  揺らぎ  周期   T 
　図 4.3.7に示すように、連続ウェーブレット変換結果の縦軸は観測波形の揺らぎ周期 T[min]で
ある。そして、上記の「伝搬異常を判定するまでの流れ⑤」で説明したように、連続ウェーブレッ
ト変換結果の各周期帯で伝搬異常を判定し、伝搬異常の揺らぎ周期と地震との関連性を検証する。
26
図 4.3.6:伝搬異常の頻度（m± ? σ）
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図 4.3.7:伝搬異常の揺らぎ周期 T
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（  4 ）地震の規模   M  
　地震の規模はマグニチュードである。伝搬異常とマグニチュードとの関連性を検証する。
（  5 ）  電波伝搬路  ­ 震央間距離   L 
　電波伝搬路­震央間距離 Lとは図 4.3.9に示すように、東京タワーから群馬大学（桐生市）まで
の電波伝搬路から、震央までの距離 L[km]である。伝搬異常と電波伝搬路­震央間距離 Lとの関連
性を検証する。
（  6 ）震源の深さ   D  
　図 4.3.10に示すように、伝搬異常と震源の深さD[km]との関連性を検証する。
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図 4.3.8:地震の規模M
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図 4.3.9:電波伝搬路­震央間距離 L
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東京タワー
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図 4.3.10:震源の深さD
震源の深さD
（  7 ）伝搬異常と地震との関連付け時間長   t seq  
　関連付け時間長とは、上記の§4.3.1.で説明したように、地震発生日から何日前（後）までの伝
搬異常を、地震と関連付けるかというものである。伝搬異常と地震との関連性が強くなる関連付
け時間長について検証する。
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図 4.3.11:関連付け時間長 tseq
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 4.4. 検証結果・考察
　上記の 7つをパラメーターとして、伝搬異常と地震との関連性を各々統計的に検証した。
 4.4.1. 伝搬異常の判定条件「継続時間」と地震との関連性
　伝搬異常の判定条件「継続時間」と地震との関連性について、図 4.4.1、図 4.4.2、図 4.4.3に
示す。ここでは、伝搬異常の継続時間以外のパラメーターを以下のように固定した。伝搬異常に
ついては、m±3.5σ以上を判定条件とし、「T=10〜360[min]、10[min]刻み」で揺らぎ周期を解析
した。地震については、中規模以上（M≧4.5）で電波伝搬路から中距離に震央（L≦75km）があ
り、震源が比較的浅い（D≦50km）地震に限定した。伝搬異常と地震との関連付けについては、
地震発生 24時間前以内（tseq=­1day）に伝搬異常が観測されていたら、「併発あり」と判定した。
また、図 4.4.1、図 4.4.2、図 4.4.3は全て、日本 TV放送波に限定した結果である。横軸は伝搬異
常の揺らぎ周期 T[min]、縦軸は ratio、凡例は伝搬異常の継続時間を表す。
　図 4.4.1、図 4.4.2、図 4.4.3により、伝搬異常の継続時間が長いほど、伝搬異常の揺らぎ周期
Tに対する ratioの変化は極端である。極端になる理由は、伝搬異常の継続時間を長いほど、伝搬
異常の判定条件は厳しくなり、伝搬異常数は少なくなるためである。少ない伝搬異常数の中で、
地震と関連があったかどうかを統計的に議論することはできない。そのため、伝搬異常と地震と
の関連性を統計的に見出すためには、伝搬異常の継続時間を 0.5時間以上（または 1時間以上）の
ように、ある程度短くする必要がある。そのようにすれば、伝搬異常の揺らぎ周期 Tに対する
ratioの変化が、ある程度滑らかになり、地震と関連性が強い伝搬異常の揺らぎ周期を見出すこと
ができる。
　そこで、以降の検証では、伝搬異常の継続時間を 0.5時間以上に限定し、他のパラメーターとの
関連性について検証する。
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　伝搬異常について
　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」 m±3.5σ 以上
　　（ 3 ）揺らぎ周期T T=10～ 360[min] （日本TV ）
　地震について
　　（ 4 ）規模M M≧4.5
　　（ 5 ）電波伝搬路 ­ 震央間距離 L L≦75km
　　（ 6 ）震源の深さD D≦50km
　伝搬異常と地震との関連付けについて
　　（ 7 ）関連付け時間長 tseq tseq=­1day
パラメーター
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図 4.4.1:継続時間 0.5時間以上、1時間以上、1.5時間以上
図 4.4.2:継続時間 2時間以上、2.5時間以上、3時間以上
図 4.4.3:継続時間 3.5時間以上、4時間以上、4.5時間以上
 4.4.2. 伝搬異常の判定条件「頻度(m± ?σ)」と地震との関連性
　伝搬異常の頻度（m± ? σ）と地震との関連性について、図 4.4.4に示す。ここでは、伝搬異常の
頻度以外のパラメーターは、以下のように固定した。伝搬異常の継続時間は0.5時間以上、それ以
外は§4.4.1.で固定したパラメーターと同じである。図 4.4.4の横軸は伝搬異常の揺らぎ周期
T[min]、縦軸はratio、凡例は伝搬異常の頻度（m± ? σ）を表す。
　図 4.4.4より、伝搬異常の頻度がm±4σ以上であると、伝搬異常の揺らぎ周期 Tに対する ratio
の変化は極端である。これは、伝搬異常の判定条件が厳しいため、異常伝搬数が少な過ぎること
が原因である。一方、伝搬異常の頻度が m±2.5σ以上であると、ratioの変化は滑らかであるが、
ratioは全体的に大きくない。そのため、ratioの変化はある程度滑らかで、ratioが大きい周期 T
を見出すことができる周期はm±3.5σ以上である。
　そこで、以降の検証では、伝搬異常の頻度をm±3.5σ以上に限定し、他のパラメーターとの関連
性について検証する。
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　伝搬異常について
　　（ 1 ）判定条件「継続時間」 0.5 時間以上
　　（ 3 ）揺らぎ周期T T=10～ 360[min] （日本TV ）
　地震について
　　（ 4 ）規模M M≧4.5
　　（ 5 ）電波伝搬路 ­ 震央間距離 L L≦75km
　　（ 6 ）震源の深さD D≦50km
　伝搬異常と地震との関連付けについて
　　（ 7 ）関連付け時間長 tseq tseq=­1day
パラメーター
図 4.4.4:伝搬異常の判定条件
 4.4.3. 伝搬異常の揺らぎ周期と地震との関連性
　伝搬異常の揺らぎ周期と地震との関連性について、図 4.4.5、図 4.4.6に示す。ここでは、伝搬
異常の揺らぎ周期以外のパラメーターを、以下のように固定した。伝搬異常の頻度はm±3.5σ以上、
それ以外は§4.4.2.で固定したパラメーターと同じである。図 4.4.5、図 4.4.6の横軸は伝搬異常の
揺らぎ周期T[min]「T=10〜360[min]、10[min]刻み」、縦軸はratio、凡例は放送波（アナログTV
映像7波）を表す。
　図 4.4.5、図 4.4.6より、どの放送波においても、 ratio1 となる周期は多数存在し、放送
波の周波数によって、ratioが最も大きくなる周期は異なることが分かった。したがって、伝搬異
常の特定の揺らぎ周期で地震との関連性があるのではなく、伝搬異常の様々な揺らぎ周期で地震
との関連性が強い。
　どの放送波においても、様々な揺らぎ周期が地震と関連性があるということから、以降の検証
では、図 4.4.5でratioが比較的大きい日本TV伝搬波の周期T=90, 120, 210[min]に限定し、他のパ
ラメーターとの関連性について検証する。
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　　（ 1 ）判定条件「継続時間」 0.5 時間以上
　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」 m±3.5σ 以上
　地震について
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　　（ 5 ）電波伝搬路 ­ 震央間距離 L L≦75km
　　（ 6 ）震源の深さD D≦50km
　伝搬異常と地震との関連付けについて
　　（ 7 ）関連付け時間長 tseq tseq=­1day
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図 4.4.5:NHK総合、NHK教育、日本 TV、TBS
図 4.4.6:フジテレビ、TV朝日、TV東京
 4.4.4. 伝搬異常と地震の規模との関連性
　伝搬異常と地震の規模（マグニチュード）との関連性について、図 4.4.7、図 4.4.8、図 4.4.9
に示す。ここでは、地震の規模以外のパラメーターを、以下のように固定した。伝搬異常の揺ら
ぎ周期TはT=90, 120, 210[min]（日本TV）、それ以外は§4.4.3.で固定したパラメーターとほぼ同じ
である。図 4.4.7、図 4.4.8、図 4.4.9の横軸は関連付け時間長tseq[days]、縦軸はratio、凡例はマ
グニチュードを表す。
　図 4.4.7、図 4.4.8、図 4.4.9より、どの周期Tにおいても、ほぼ、マグニチュードの大きな地震
ほど、ratioが大きくなっており、伝搬異常との関連性が強くなっている。
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　伝搬異常について
　　（ 1 ）判定条件「継続時間」 0.5 時間以上
　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」 m±3.5σ 以上
　　（ 3 ）揺らぎ周期T T=90, 120, 210[min] （日本TV ）
　地震について
　　（ 5 ）電波伝搬路 ­ 震央間距離 L L≦75km
　　（ 6 ）震源の深さD D≦50km
　伝搬異常と地震との関連付けについて
　　（ 7 ）関連付け時間長 tseq tseq=­14,­13,­12, ・・・ ,12,13,14days
パラメーター
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図 4.4.7:周期 T=90[min]
図 4.4.8:周期 T=120[min]
図 4.4.9:周期 T= 210[min]
　次に、マグニチュード別の地震全数Neqと観測併発回数 nobsについて、表 3に示す。前ページ
で「マグニチュードの大きな地震ほど、伝搬異常との関連性が強くなる」ということが分かった
が、表 3より、マグニチュード 5.0以上の場合は地震全数が 2回しかないため、伝搬異常とマグニ
チュード 5.0以上の地震との関連性を統計的に議論することはできない。そこで、地震全数が 10
回以上のマグニチュードに対して、「マグニチュードの大きな地震ほど、伝搬異常との関連性が
強くなる」ということが言えるとすると、表 3より、伝搬異常との関連性が最も強くなるマグニ
チュードは 4.5以上となる。
　したがって、以降の検証では、地震の規模をマグニチュード 4.5以上に限定し、他のパラメーター
との関連性について検証する。
表3：伝搬異常と地震の規模との関連性
36
地震の規模
（マグニチュード） T=90[min] T=120[min] T=210[min]
144 9 13 14
69 5 11 10
43 4 8 7
14 3 4 5
2 0 1 0
地震全数（Neq） 観測併発回数（nobs）
L≦75km, D≦50km
≧M3.0
≧M3.5
≧M4.0
≧M4.5
≧M5.0
 4.4.5. 伝搬異常と伝搬路-震央間距離との関連性
　伝搬異常と伝搬路-震央間距離との関連性について、図 4.4.10、図 4.4.11、図 4.4.12に示す。
ここでは、伝搬路-震央間距離以外のパラメーターを、以下のように固定した。地震の規模はマグ
ニチュード4.5以上、それ以外は§4.4.4.で固定したパラメーターと同じである。図 4.4.10、図 
4.4.11、図 4.4.12の横軸は関連付け時間長tseq[days]、縦軸はratio、凡例は伝搬路-震央間距離
L[km]を表す。
　図 4.4.10、図 4.4.11、図 4.4.12より、どの周期Tにおいても、ほぼ、伝搬路-震央間距離が近い
ほど、ratioが大きくなっており、伝搬異常との関連性が強くなっている。
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　伝搬異常について
　　（ 1 ）判定条件「継続時間」 0.5 時間以上
　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」 m±3.5σ 以上
　　（ 3 ）揺らぎ周期T T=90, 120, 210[min] （日本TV ）
　地震について
　　（ 4 ）地震の規模M M≧4.5
　　（ 6 ）震源の深さD D≦50km
　伝搬異常と地震との関連付けについて
　　（ 7 ）関連付け時間長 tseq tseq=­14,­13,­12, ・・・ ,12,13,14days
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図 4.4.10:周期 T=90[min]
図 4.4.11:周期 T=120[min]
図 4.4.12:周期 T= 210[min]
　次に、伝搬路-震央間距離別の地震全数Neqと観測併発回数nobsについて、表4に示す。伝搬路-
震央間距離が50km以下の場合、地震全数（≧M4.5, D≦50km）は5回である。前ページで「伝搬
路-震央間距離が近いほど、伝搬異常との関連性が強くなる」ということが分かったが、表4より、
伝搬路-震央間距離50km以下の場合は地震全数が5回しかないため、伝搬異常と伝搬路-震央間距
離50km以下の地震との関連性を統計的に議論することはできない。そこで、地震全数が10回以上
の伝搬路-震央間距離に対して、上記のことが言えるとすると、表4より、伝搬異常との関連性が
最も強くなる伝搬路-震央間距離は75km以下となる。
　したがって、以降の検証では、伝搬路-震央間距離を75km以下に限定し、他のパラメーターと
の関連性について検証する。
表4：伝搬路­震央間距離との関連性
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T=90[min] T=120[min] T=210[min]
58 5 6 11
39 4 6 7
27 4 5 6
14 3 4 5
5 1 0 1
電波伝搬路-震央間 地震全数（Neq） 観測併発回数（nobs）
距離 L [km] ≧M4.5, D≦50km
L≦150
L≦125
L≦100
L 75≦
L 50≦
 4.4.6. 伝搬異常と震源の深さとの関連性
　伝搬異常と震源の深さとの関連性について、図 4.4.13、図 4.4.14、図 4.4.15に示す。ここでは、
震源の深さ以外のパラメーターを、以下のように固定した。伝搬路-震央間距離は75km以下、そ
れ以外は§4.4.5.で固定したパラメーターと同じである。図 4.4.13、図 4.4.14、図 4.4.15の横軸は
関連付け時間長tseq[days]、縦軸はratio、凡例は震源の深さD[km]を表す。
　図 4.4.13、図 4.4.14、図 4.4.15より、どの周期Tにおいても、ほぼ、震源が浅いほど、ratioが
大きくなっており、伝搬異常との関連性が強くなっている。
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図 4.4.13:周期 T=90[min]
図 4.4.14:周期 T=120[min]
図 4.4.15:周期 T= 210[min]
　次に、震源の深さ別の地震全数Neqと観測併発回数nobsについて、表4に示す。震源の深さが
25km以下の場合、地震全数（≧M4.5, D≦50km）は3回である。前ページで「震源が浅いほど、
伝搬異常との関連性が強くなる」ということが分かったが、表5より、震源の深さ25km以下の場
合は地震全数が3回しかないため、伝搬異常と震源の深さ25km以下の地震との関連性を統計的に
議論することはできない。そこで、地震全数が10回以上の震源の深さに対して、上記のことが言
えるとすると、表5より、伝搬異常との関連性が最も強くなる震源の深さは50km以下となる。
　したがって、以降の検証では、震源の深さを50km以下に限定し、他のパラメーターとの関連性
について検証する。
表5：震源の深さとの関連性
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震源の深さ
D [km] T=90[min] T=120[min] T=210[min]
23 3 4 5
23 3 4 5
23 3 4 5
21 3 4 5
14 3 4 5
3 1 2 0
地震全数（Neq） 観測併発回数（nobs）
≧M4.5, L≦75km
D≦150
D≦125
D≦100
D 75≦
D 50≦
D 25≦
 4.4.7. 伝搬異常と地震との関連付け時間長
　伝搬異常と地震との関連付け時間長について、図 4.4.16に示す。ここでは、関連付け時間長以
外のパラメーターを、以下のように固定した。震源の深さは50km以下、それ以外は§4.4.6.で固定
したパラメーターと同じである。図 4.4.16の横軸は関連付け時間長tseq[days]、縦軸はratio、凡例
はratioが比較的大きい日本TV放送波の周期T=90, 120, 210[min]を表す。
　図 4.4.16より、周期Tによって関連付け時間長に対するratioの変化は多少異なるが、大体、地
震発生前後の関連付け時間長が5日以内で、ratioが1より大きくなり、伝搬異常と地震との関連性
が強くなっている。
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　伝搬異常について
　　（ 1 ）判定条件「継続時間」 0.5 時間以上
　　（ 2 ）判定条件「頻度（m± ? σ ）」 m±3.5σ 以上
　　（ 3 ）揺らぎ周期T T=90, 120, 210[min] （日本TV ）
　地震について
　　（ 4 ）地震の規模M M≧4.5
　　（ 5 ）伝搬路 -震央間距離 L L≦75km
　　（ 6 ）震源の深さD D≦50km
パラメーター
図 4.4.16:伝搬異常と地震との関連付け時間長
T=90[min]
T=120[min]
T=210[min]
 5. 結論
　東京タワーから送信されていた VHF帯放送 8波を長期連続観測し、伝搬異常を観測した。そし
て、離散フーリエ変換を用いて、伝搬異常の揺らぎ周期について解析した。さらに、連続ウェー
ブレット変換を用いて、「伝搬異常の揺らぎ周期」と「地震」との関連性について検証した。
　まず、フーリエ変換を用いて、通常の観測波形と伝搬異常の観測波形をスペクトル解析した。
その結果、通常の観測波形のスペクトルは、どの周波数成分においても、ある程度の大きさを持
ち、その大きさはほぼ一定であった。一方、伝搬異常の観測波形のスペクトルは通常の観測波形
のスペクトルに比べ、周期約 10分以上のスペクトルが増大した。つまり、伝搬異常の揺らぎ周期
は約 10分以上であるということが分かった。
　しかし、伝搬異常の発生原因は、地震以外にも異常気象や混信などがある。そこで、伝搬異常
の揺らぎ周期 10分以上の中で、地震と特に関連性が高い揺らぎ周期はあるのかについて、連続
ウェーブレット変換を用いて、伝搬異常の揺らぎ周期と地震との関連性について検証した。その
際、地震のパラメーターである規模（マグニチュード）、電波伝搬路­震央間距離、震源の深さを
各々変化させ、伝搬異常との関連性について検証した。また、伝搬異常と地震との発生時間間隔
についても検証した。その結果、以下のことが分かった。
　　・伝搬異常の様々な揺らぎ周期（10分以上）で地震との関連性が強い。
　　・地震の規模が大きいほど、伝搬異常との関連性は強くなる。
　　・電波伝搬路­震央間距離が近いほど、伝搬異常との関連性は強くなる。
　　・震源が浅いほど、伝搬異常との関連性は強くなる。
　　・地震発生前後 5日以内で、伝搬異常との関連性が強くなる。
ただし、これらの結果は、観測波形のスペクトル強度が 0.5時間以上継続してm±3.5σ以上変動し
たデータを伝搬異常と判定した結果である。
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 6. 今後の課題
　今回の解析対象のアナログ TV映像波は、2011年 7月 24日正午に停止した。それに伴い、新た
に見通し内 VHF帯放送波である FM長野、FM埼玉、FM千葉、FM茨城についての観測をスター
トさせた。このことにより、図 6.1のように、特定の放送波だけで伝搬異常が観測されれば、異
常現象発生地域（震源）の絞りこみが可能になるのではないかと考えられる。そのため、今後は
各放送波ついて、伝搬異常と地震との関連性を検証する必要がある。
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図 6.1:異常現象発生地域の絞りこみ
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